
働きやすく魅力ある職場づくり推進事業【青森県】

地域の実情と課題

連携団体

今後の課題

事業の効果

目的・目標

事業の特徴

個別事業費 ５，３９９ 千円

交付金額 ２，６９９ 千円

事業番号 ①

○ 本県の管理的職業従事者に占める女性の割合は、全国平均の
15.3%よりも高い（ 20.7％ ）ものの、依然としてと低く、県の意識調
査でも女性が管理職を引き受けない旨の回答が多い。
〇 本県の育児休業制度を取得する男性は16.3％（前年9.2％）と、
前年に比べると取得率は伸びている。しかし、全国（17.3％）と比較
すると低い。

○ 県内企業等における女性の昇進意欲を促進し、女性管理職の
登用を促進するため、経営者層の意識改革や働く女性のエンパ
ワーメントをテーマにとしたトップフォーラムを開催。
○ 育児休業等を取得しやすい職場体制を構築するため、アウトソ
ーシングやアルムナイ（退職者）活用など、代替要員の確保等が
困難な中小企業が取り入れられる対応策をまとめたガイドブック
を作成するとともに、アドバイザーによる派遣支援を実施。

○ 意識啓発のためトップフォーラムや研修会を開催した結果、
意識が変化したという回答が８割～９割を占めた。
○ アドバイザー派遣による支援を受けた企業からは「さらに休業し
やすい職場づくりを推進していきたい」、「アルムナイ（退職者）の
活用もより積極的に進めていきたい」などの声があった。

目標①に係る実績値 20.7% (R4年度)   ※就業構造基本調査直近値より(5年毎調査)   

目標②に係る実績値 73社 (R7年度)
 目標③に係る実績値 39.6% (R6年度)

○ 目的
     県内企業における経営者等の意識改革及び取組促進。

  また、女性が働きやすい職場について県内外の事例紹介など
を行うセミナーにより、企業の意識変革を促進する。

○ 目標
① 県内の管理的職業従事者に占める女性の割合30％（R9年度）
② あおもりイクボス宣言企業数90社（R８年度）
③ 県内事業所における男性の育児休業取得率30％（R8年度）

○ 「あおもり女性活躍推進協議会」、市町村（市長会、町村会）

トップフォーラムが大雪の影響で急遽オンライン開催への変更を
余儀なくされ、参加者数が目標値を達成できなかったことから、参
加者アンケートの結果も踏まえ、より多くの県内企業関係者の意識
啓発につながるよう、イベントの開催時期・開催方法を検討していく
必要がある。

また、男性の育児休業取得率は目標値を達成したが、男性も女
性も必要な時に休業を取得しやすい、誰もが働きやすい魅力ある
県内企業の増加を目指し、次年度以降もアドバイザー派遣を実施し
て体制整備の支援を行うとともに、今年度作成したガイドブックを活
用し、普及セミナーを開催するなどして引き続き県内企業に対し休
業しやすい職場づくりを推進していく必要がある。



事業の概要

1 県内企業における経営者等の意識改革及び取組促進・県内企業等における女性管理職の登用を促進するため、経営者層の
意識醸成や働く女性のエンパワーメント等をテーマとしたトッフォーラムや、協議会・研修会を開催

・県内企業・団体のトップ、役員等を対象としたトップフォーラム
（開催日：令和８年２月６日 オンライン開催）（画像左、写真右上）
東京大学大学院 山口 慎太郎 教授 による基調講演 他
※ 当初会場での開催も予定していたところ、記録的な大雪の影響により
オンライン配信のみに変更して実施。

・あおもり女性活躍推進協議会・幹事会
（開催日： 令和７年１２月１９日 会場開催（対面））（写真右中）
県内の幅広い分野の関係団体（８分野19団体（官民・商工、金融、
労働、福祉、農林水産、建設、教育、行政））で構成する協議会
青森公立大学 大矢 奈美 教授 による基調講演及び協議会
構成員による情報共有、意見交換 他

・青森労働局との共催による企業向けオンライン研修会（写真右下）
（開催日： 令和８年２月２７日 オンライン開催）
青森労働局からの制度紹介、県事業の取組紹介、セミナー

２ 育児休業等の対象者が休業を取得しやすい職場体制を構築するため、アウトソーシングやアルムナイ（退職者）活用など、
代替要員の確保等が困難な中小企業が取り入れられる対応策をまとめたガイドブックを作成。また、アドバイザー派遣を実施。

・休業を取得しやすい職場体制構築に係る対応策をまとめたガイドブックを作成し、
県庁ホームページで公表（画像左）。 ガイドブックには、アウトソーシングの
県内受託企業一覧や、各種支援制度、助成金についても掲載

・休業しやすい体制整備を希望する企業に対し、アドバイザー派遣を実施した
（４社に派遣実施。募集時チラシ画像右）。派遣を通じ得られた知見等は、
派遣した県内企業の事例紹介とともに、ガイドブックにも反映。
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